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商品分類 属性区分

※商品分類および属性区分の定義につきましては、社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp）より確認してください。

単位型・
追加型

投資対象
地域

投資対象資産
（収益の源泉）

追加型 国内 債券

投資対象資産 決算
頻度

投資対象
地域

投資
形態

年12回
（毎月） 日本 ファミリー

ファンド
その他資産
投資信託証券
（債券 一般）（ ）

■本投資信託説明書（交付目論見書）により行う「にっぽん債券オープン（毎月決算型）」の募集については、

委託会社は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を平成22年8月27日に関東財務局長に

提出しており、平成22年9月12日にその届出の効力が生じております。

■当ファンドは、商品内容に関して重大な約款変更を行う場合、投資信託及び投資法人に関する法律に

基づき、事前に受益者の意向を確認する手続きを行います。

■当ファンドの信託財産は、信託法に基づき、受託会社の固有財産等との分別管理が義務付けられています。

■投資信託説明書（請求目論見書）は、投資者の請求により販売会社から交付されます。

　請求された場合には、その旨をご自身で記録しておいてください。

委 託 会 社 名 国際投信投資顧問株式会社
東京都千代田区丸の内三丁目1番1号

設 立 年 月 日 1983年3月1日（昭和58年3月1日）
資 本 金 26億8千万円
運用する投資信託財産の
合 計 純 資 産 総 額 

4兆9,182億円

委託会社の情報

（2010年6月末現在）
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安定したインカムゲインの確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行います。

ファンドの目的

ファンドの特色

資金動向や市況動向等によっては、特色1、特色2 のような運用ができない場合があります。

投資対象

国　債

地方債

社　債

概 要

ご参考①主要投資対象の概要

ご参考②格付けと信用力、上乗せ金利の関係

◆公社債の組入比率は、原則として高位を保ちます。
◆原則として、取得時にＢＢＢ格相当以上の格付けを有する債券に投資します。
（格付けのない場合には、委託会社が同等の信用力を有すると判断したものを含みます。）
◆円建の債券に投資を行いますので、為替変動リスクはありません。

わが国の公社債＊を主要投資対象とします。 ＊国債、地方債、社債等をいいます。

ファンドの目的・特色

◆金利変動による債券価格の変動を捉え、投資収益の獲得を目指します。
金利変動リスクをコントロールするために、債券先物取引等を活用する場合があります。

◆国債以外の債券への投資を弾力的に行うことで、投資収益の獲得を目指します。

金利変動リスク、信用リスクをコントロールすることで、
投資収益の獲得を目指します。

※上記は、国際投信投資顧問が考えるイメージです。

国債以外の債券国債

利
回
り スプレッド：信用リスク、流動性リスク等に

応じて上乗せされる金利

国が発行し、利子および元本の支払を行う債券です。

都道府県、政令指定都市等の地方自治体が発行し、利子および元本の支払を行う債券です。

株式会社などの事業会社等が発行し、利子および元本の支払を行う債券です。

上乗せ金利
（スプレッド）信用力 格付け

投
資
対
象

高 小

低 大

AAA
AA
A
BBB
BB
B
CCC
CC
C
D

※当ファンドは、上記以外にも投資する場合があります。

スプレッド：信用リスク、流動性リスク等に
応じて上乗せされる金利

特色1

特色2
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ファミリーファンド方式により運用を行います。

◆毎月10日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
ただし、第1期の決算日（平成22年11月10日）、第2期の決算日（平成22年12月10日）は分配を行いません。
第3期の決算日（平成23年1月11日）から収益分配方針に基づいて分配を行います。

◆委託会社が基準価額水準・市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。

1月

分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

収益分配金は一定の分配金額をお約束するものではなく、委託会社の判断により、分配を行わない場合もあります。

■ ファンドのしくみ

■ 主な投資制限

マザーファンドへの投資

外貨建資産への投資

マザーファンドへの投資割合は、制限を設けません。

外貨建資産への投資は行いません。

有価証券先物取引等の利用はヘッジ目的に限定しません。有価証券先物取引等の利用

ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめた投資信託をベビーファンドとし、その資金の全部または一部をマザーファンド
に投資して、マザーファンドにおいて実質的な運用を行う仕組みです。

にっぽん債券
オープン

（毎月決算型）

にっぽん債券
オープン

マザーファンド

マザーファンドベビーファンド
申込金

収益分配金
償還金等

投資

損益

投資

損益

投資者
（受益者）
投資者
（受益者）
投資者
（受益者）

日本の
公社債
日本の
公社債
日本の
公社債

毎月決算を行い、収益の分配を行います。特色3
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上記のリスクは主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。

■ 基準価額の変動要因

■ 基準価額・純資産の推移
■ 分配の推移（1万口当たり・課税前）
■ 主要な資産の状況
■ 年間収益率の推移（暦年ベース）

基準価額は、組入有価証券等の値動き等により上下します。また、組入有価証券の発行者の経営・財務状況の
変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。
したがって、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。
主な変動要因は以下の通りです。

■ リスクの管理体制
リスク管理を所管する部署において、全般的なリスクの管理を行い、当社およびファンドのリスクを監視して
おります。また、定期的に開催されるリスク管理に関する会議体等において、それらの状況の報告を行うほか、
必要に応じて改善策を審議しております。

■ その他の留意点
当ファンドのお取引に関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。

当ファンドは、平成22年9月30日から運用を開始することを予定しています。したがって、以下に記載すべき該当事項は
ありません。
なお、当ファンドにはベンチマークはありません。

投資リスク

運用実績 2010年6月30日現在（　　　　　　　　　　　           ）最新の運用実績は委託会社のホームページにて
ご確認いただけます。

金利変動
リスク

債券は、一般的に金利変動により価格が変動します。当ファンドは債券に投資しますので、金利
変動により当ファンドの基準価額も変動します。
金利変動に伴う債券価格の変動は、デュレーション＊が長いほど大きくなります。
＊【デュレーション】

信用リスク 投資している有価証券等の発行体の倒産、財務状況または信用状況の悪化等の影響により、
当ファンドの基準価額は下落し、損失を被ることとなります。

流動性
リスク

有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく売却不可能、あるいは売り
供給がなく購入不可能等となるリスクのことをいいます。例えば、市況動向や有価証券等の
流通量等の状況、あるいは当ファンドの解約金額の規模によっては、組入有価証券等を市場
実勢より低い価格で売却しなければならないケースが考えられ、この場合には当ファンドの
基準価額の下落要因となります。

「金利変動に対する債券価格の変動性」を示すもので、債券に投資した場合の平均投資回収年限を
表す指標です。値が大きいほど、投資元本の回収までに時間がかかり、その間の金利変動に対する
債券価格の変動（感応度）が大きくなります。

金利変動による
債券価格の変動
イメージ

金
利

債
券
価
格

金利上昇

金利低下

債券価格上昇

債券価格下落

長短 デュレーション



手続・手数料等
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購入単位

購入価額

購入代金

申込締切時間

購入の申込期間

換金制限

信託期間 

繰上償還

決算日

収益分配

信託金の限度額

公告

運用報告書

課税関係

換金単位

申込に
ついて

換金時

購入時

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

その他

販売会社が定める単位

当初申込期間：１口当たり１円
継続申込期間：購入受付日の基準価額

当ファンドの受益権の総口数が、当初設定時の10分の１または25億口を下回ることとなった
場合等には、繰上償還されることがあります。

6ヵ月ごと（毎年1月および7月の決算日を基準とします。）および償還時に運用報告書を作成し、
あらかじめ販売会社にお申出いただいたご住所にお届けします。

毎月（年12回）、収益分配方針に基づいて分配を行います。
販売会社との契約により再投資することも可能です。
※第１期の決算日（平成22年11月10日）、第2期の決算日（平成22年12月10日）は分配を行い
ません。

毎月10日（休業日の場合は翌営業日） ※第1期の決算日は平成22年11月10日とします。

当初申込期間
平成22年9月13日から平成22年9月29日まで
継続申込期間
平成22年9月30日から平成23年10月6日まで
※申込期間は、上記期間終了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定です。

金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金
の申込みの受付を中止すること、およびすでに受付けた購入・換金の申込みの受付を取消す
ことがあります。

換金代金 原則として、換金受付日から起算して５営業日目から、販売会社にてお支払いします。

販売会社が定める単位

原則として、午後３時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

平成32年9月10日まで（平成22年9月30日設定）
※受益者に有利であると認めたときは、信託期間を延長することがあります。

１兆円

日本経済新聞に掲載します。

課税上の取扱いは株式投資信託となります。

当ファンドの資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件10億円を超える換金はできません。

換金価額 換金受付日の基準価額

販売会社が指定する期日までにお支払いください。

■ お申込みメモ
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新発10年固定利付国債の利回り 信託報酬率
配分

3％未満の場合
3％以上4％未満の場合
4％以上5％未満の場合
5％以上の場合

0.4515％
0.5565％
0.6615％
0.7665％

委託会社
0.2100%
0.2625%
0.3150%
0.3675%

販売会社
0.2100%
0.2625%
0.3150%
0.3675%

受託会社

0.0315％

ファンドの費用

税　金

日々の純資産総額に対して、年率0.4515～0.7665％（税込）をかけた額とします。
※信託報酬率および各支払先への配分は、毎期、前計算期間終了日における日本相互証券株式会社発表の新発10年
固定利付国債の利回り（終値）により、次の通りです。（ただし、第1期決算日までは、設定日における日本相互証券
株式会社発表の新発10年固定利付国債の利回り（終値）によるものとします。）

ありません。

※上記は、平成22年6月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※法人の場合は、上記とは異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等に確認されることをお勧めします。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、毎決算時または償還時に当ファンドから支払われます。
※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産
留保額

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

監査費用、有価証券等の売買・保管、信託事務にかかる諸費用等についても当ファンドが負担します。
監査費用は、日々の純資産総額に対して、年率0.0021％（税込）をかけた額とします。
※監査費用以外のその他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等
　を記載することはできません。

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

税金は、以下の表に記載の時期に適用されます。この表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により
異なる場合があります。

分配時

換金（解約）時および償還時

所得税および地方税

所得税および地方税

配当所得として課税　普通分配金に対して10％

譲渡所得として課税　換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して10％

税　金項　目時　期

■ ファンドの費用・税金

当初申込期間
1口当たり1円に対して、上限1.05％（税込）がかかります。
（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社に確認してください。）
継続申込期間
購入受付日の基準価額に対して、上限1.05％（税込）がかかります。
（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社に確認してください。）



 （2010.9.13 SEN）


